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は
じ
め
に

気
候
変
動
問
題
は
、
国
際
社
会
が
一
丸
と

な
っ
て
取
り
組
む
べ
き
重
要
な
課
題
で
あ

る
。
そ
の
主
因
と
考
え
ら
れ
る
温
室
効
果
ガ

ス
（
Ｇ
Ｈ
Ｇ
）
の
約
９
割
は
、
エ
ネ
ル
ギ
ー

由
来
の
二
酸
化
炭
素
（
Ｃ
Ｏ
２
）
が
占
め
て

お
り
、
世
界
で
は
カ
ー
ボ
ン
ニ
ュ
ー
ト
ラ
ル

の
実
現
に
向
け
て
エ
ネ
ル
ギ
ー
生
産
と
消
費

の
仕
組
み
に
大
き
な
変
革
の
波
が
押
し
寄

せ
て
い
る
。
わ
が
国
で
は
２
０
２
０
年
10

月
、
当
時
の
菅
義
偉
内
閣
総
理
大
臣
が
成
長

戦
略
の
柱
に
経
済
と
環
境
の
好
循
環
を
掲

げ
、「
グ
リ
ー
ン
社
会
の
実
現
に
最
大
限
注

力
し
２
０
５
０
年
ま
で
に
温
室
効
果
ガ
ス
の

排
出
を
全
体
と
し
て
ゼ
ロ
に
す
る
」
と
宣
言

し
て
い
る
。
本
稿
で
は
、
日
本
の
カ
ー
ボ
ン

ニ
ュ
ー
ト
ラ
ル
に
向
け
た
動
き
の
な
か
で
、

こ
れ
か
ら
の
鉄
道
事
業
の
果
た
す
べ
き
役
割

に
つ
い
て
述
べ
て
み
た
い
。

日
本
の
カ
ー
ボ
ン
ニ
ュ
ー
ト
ラ
ル
戦
略

２
０
２
０
年
12
月
に
経
済
産
業
省
か
ら
発

表
さ
れ
た
「
２
０
５
０
年
カ
ー
ボ
ン
ニ
ュ
ー

ト
ラ
ル
に
伴
う
グ
リ
ー
ン
成
長
戦
略
」
で
は
、

２
０
３
０
年
の
Ｇ
Ｈ
Ｇ
排
出
量
を
２
０
１
３

年
度
比
で
マ
イ
ナ
ス
46
％
と
す
る
目
標
が
明

記
さ
れ
て
い
る
。
日
本
の
２
０
１
３
年
度
の

Ｇ
Ｈ
Ｇ
排
出
量
（
Ｃ
Ｏ
２
換
算
）
は
14
億
ト

ン
余
り
で
あ
る
か
ら
、
マ
イ
ナ
ス
46
％
と
す

る
に
は
Ｇ
Ｈ
Ｇ
排
出
量
を
７
・
５
億
ト
ン
以

下
に
抑
え
る
必
要
が
あ
る
。
２
０
２
０
年

度
の
Ｇ
Ｈ
Ｇ
排
出
量
約
11
・
５
億
ト
ン
か
ら

は
、
10
年
で
約
４
億
ト
ン
減
ら
す
と
い
う
計

算
に
な
る
。
森
林
吸
収
に
よ
る
毎
年
約
０
・

５
億
ト
ン
の
削
減
量
を
加
味
し
た
と
し
て

も
、
こ
の
数
字
が
持
つ
意
味
は
重
い
。
セ
ク

タ
ー
別
に
考
え
る
と
、
日
本
で
は
温
室
効
果

ガ
ス
排
出
の
約
５
割
を
占
め
る
産
業
の
脱
炭

素
化
が
不
可
欠
で
あ
る
と
同
時
に
、
運
輸
部

門
を
支
え
る
輸
送
エ
ネ
ル
ギ
ー
の
脱
炭
素
化

や
業
務
・
サ
ー
ビ
ス
部
門
で
使
わ
れ
る
電
力

の
脱
炭
素
化
が
必
要
に
な
る
。
も
ち
ろ
ん
民

生
部
門
の
脱
炭
素
化
も
必
要
で
あ
る
が
、
ボ

リ
ュ
ー
ム
ゾ
ー
ン
は
企
業
活
動
で
あ
る
。

一
方
、
エ
リ
ア
別
に
脱
炭
素
化
を
考
え
地

域
の
脱
炭
素
化
計
画
立
案
に
資
す
る
こ
と
を

目
的
と
し
て
「
地
域
脱
炭
素
ロ
ー
ド
マ
ッ

プ
」
が
政
府
か
ら
公
表
さ
れ
て
い
る
。
そ
の

後
、「
国
・
地
方
脱
炭
素
実
現
会
議
」
で
、

２
０
３
０
年
度
ま
で
に
脱
炭
素
化
を
実
現
す

る
「
脱
炭
素
先
行
地
域
」
を
全
国
１
０
０
カ

所
以
上
創
出
す
る
目
標
が
示
さ
れ
、
現
在
ま

で
に
74
地
域
の
提
案
が
採
択
さ
れ
て
い
る
。

こ
れ
ら
の
脱
炭
素
先
行
地
域
で
は
、
２
０
２

５
年
度
ま
で
に
脱
炭
素
へ
の
道
筋
を
つ
け
、

２
０
３
０
年
度
ま
で
に
そ
の
実
現
を
目
指
す

こ
と
に
な
っ
て
い
る
。
再
生
可
能
エ
ネ
ル

ギ
ー
の
地
産
地
消
や
新
築
住
宅
・
施
設
の
Ｚ

Ｅ
Ｈ
・
Ｚ
Ｅ
Ｂ1

標
準
化
な
ど
に
よ
り
、
民
生

部
門
（
家
庭
・
業
務
ビ
ル
な
ど
）
の
電
力
消

費
に
伴
う
Ｃ
Ｏ
２
排
出
を
実
質
ゼ
ロ
と
す
る

の
が
ゴ
ー
ル
で
、
こ
の
脱
炭
素
先
行
地
域
に

は
い
く
つ
か
の
民
間
鉄
道
事
業
者
も
共
同
提

案
者
に
な
っ
て
い
る
。
も
と
も
と
民
間
鉄
道

は
地
域
と
と
も
に
発
展
し
て
き
た
歴
史
が
あ

り
、
地
域
の
脱
炭
素
化
ニ
ー
ズ
が
今
後
一
層

高
ま
れ
ば
、
多
く
の
事
業
者
が
脱
炭
素
化
へ

１  ZEH とは、「Net Zero Energy House」の略で、大幅な省エネルギーを実現したうえで、再生可能エネルギー等を導入することにより、年間の一次エネルギー消費量
の収支をゼロとすることを目指した住宅のこと。ZEB とは、「Net Zero Energy Building」の略で、建物で消費する年間の一次エネルギーの収支をゼロにすることを
目指した建物のこと。

鉄道は CO2 排出量が自動車や飛行機よりも少なく
環境に優しい交通手段と言われてきた。

脱炭素社会を目指して各分野でさまざまな取り組みが進む中で
今後、鉄道分野でもさらなる貢献が求められている。

日本の鉄道事業が今後果たすべき役割と未来像を考察する。

カーボンニュートラルに向けて
鉄道の果たす役割
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の
取
り
組
み
を
求
め
ら
れ
る
こ
と
に
な
る
。

そ
れ
は
次
に
述
べ
る
「
サ
プ
ラ
イ
チ
ェ
ー
ン

排
出
量
」
と
関
連
し
て
い
る
。

「
サ
プ
ラ
イ
チ
ェ
ー
ン
排
出
量
」
と
は
？

Ｃ
Ｏ
２
を
は
じ
め
と
す
る
Ｇ
Ｈ
Ｇ
は
、
エ

ネ
ル
ギ
ー
を
消
費
す
る
様
々
な
活
動
（
全
て

の
社
会
経
済
活
動
と
言
っ
て
も
過
言
で
は
な

い
）
が
原
因
と
な
っ
て
排
出
さ
れ
て
い
る
。

あ
る
製
品
を
考
え
た
場
合
、
そ
の
製
品
が
生

産
さ
れ
使
用
さ
れ
廃
棄
さ
れ
る
ま
で
の
サ
プ

ラ
イ
チ
ェ
ー
ン
全
体
の
排
出
量
を
き
ち
ん
と

把
握
し
、
そ
の
ラ
イ
フ
サ
イ
ク
ル
全
て
の
過

程
で
排
出
さ
れ
る
Ｇ
Ｈ
Ｇ
を
削
減
す
る
必
要

が
あ
る
。
こ
れ
が
「
サ
プ
ラ
イ
チ
ェ
ー
ン
排

出
量
」
と
い
う
考
え
方
で
、
そ
の
過
程
を
分

類
し
Ｇ
Ｈ
Ｇ
の
排
出
量
を
算
定
・
報
告
す
る

た
め
に
定
め
ら
れ
た
国
際
的
な
基
準
「
Ｇ
Ｈ

Ｇ
プ
ロ
ト
コ
ル
」
に
は
「
ス
コ
ー
プ
１
排
出

量
」「
ス
コ
ー
プ
２
排
出
量
」「
ス
コ
ー
プ
３

排
出
量
」
の
三
分
類
が
定
め
ら
れ
て
い
る
。

ス
コ
ー
プ
１
排
出
量
は
、
企
業
や
組
織
が

直
接
エ
ネ
ル
ギ
ー
を
消
費
す
る
こ
と
で
排
出

さ
れ
る
Ｇ
Ｈ
Ｇ
を
分
類
し
た
も
の
で
あ
る
。

企
業
が
製
品
を
製
造
す
る
際
に
、
石
油
な
ど

を
化
学
的
に
加
工
す
る
際
に
直
接
Ｃ
Ｏ
２
を

排
出
す
る
場
合
や
、
熱
エ
ネ
ル
ギ
ー
を
利
用

し
た
り
鉄
を
還
元
す
る
た
め
に
石
炭
を
消
費

す
る
こ
と
で
Ｃ
Ｏ
２
を
排
出
す
る
場
合
な
ど

が
こ
れ
に
あ
る
。
ま
た
、
エ
ネ
フ
ァ
ー
ム
を

使
っ
て
Ｃ
Ｏ
２
を
排
出
す
る
場
合
も
ス
コ
ー

プ
１
排
出
量
に
カ
ウ
ン
ト
さ
れ
る
。

一
方
、
ス
コ
ー
プ
２
排
出
量
は
、
他
社
か

ら
供
給
さ
れ
た
電
気
・
熱
・
蒸
気
を
使
う
こ

と
で
、
間
接
的
に
排
出
さ
れ
る
Ｇ
Ｈ
Ｇ
を
分

類
し
た
も
の
で
あ
る
。
日
本
で
は
、
電
力
の

約
２
割
が
再
生
可
能
エ
ネ
ル
ギ
ー
電
力
と

な
っ
て
い
る
が
、
産
業
で
使
用
さ
れ
る
電
力

は
７
割
あ
り
、
多
く
の
企
業
が
再
生
可
能
エ

ネ
ル
ギ
ー
電
力
を
証
書
で
買
い
占
め
て
し
ま

う
と
、
何
も
し
な
い
企
業
は
ほ
ぼ
化
石
燃
料

由
来
の
電
力
を
使
っ
て
い
る
こ
と
に
な
っ
て

し
ま
う
。
こ
の
た
め
、
日
本
で
Ｒ
Ｅ
１
０
０2

を
目
指
す
企
業
に
は
「
証
書
の
買
い
占
め
」

で
は
な
く
次
ペ
ー
ジ
の
写
真
の
よ
う
に
「
実

質
的
に
再
エ
ネ
を
増
や
す
努
力
」
が
求
め
ら

れ
る
。
例
え
ば
太
陽
光
発
電
を
用
い
た
新
規

の
Ｐ
Ｐ
Ａ3

事
業
な
ど
を
積
極
的
に
進
め
る
必

要
が
あ
る
。

こ
こ
ま
で
の
ス
コ
ー
プ
１
排
出
量
と
ス

コ
ー
プ
２
排
出
量
は
比
較
的
分
か
り
易
く
、

各
企
業
が
見
通
せ
る
範
囲
で
の
も
の
で
あ
っ

た
。
こ
れ
に
対
し
て
ス
コ
ー
プ
３
排
出
量

は
、
サ
プ
ラ
イ
チ
ェ
ー
ン
排
出
量
の
う
ち
、

ス
コ
ー
プ
1
排
出
量
と
ス
コ
ー
プ
２
排
出
量

以
外
の
間
接
排
出
量
す
べ
て
含
む
と
さ
れ
て

お
り
、
具
体
的
に
は
ス
コ
ー
プ
３
排
出
量
と

し
て
15
の
カ
テ
ゴ
リ
ー
が
示
さ
れ
て
い
る
。

そ
こ
に
は
、
原
材
料
の
輸
送
（
カ
テ
ゴ
リ
ー

４
）
や
製
品
の
配
送
（
カ
テ
ゴ
リ
ー
９
）、

従
業
員
の
日
常
の
通
勤
（
カ
テ
ゴ
リ
ー
７
）

や
出
張
（
カ
テ
ゴ
リ
ー
６
）
の
際
に
排
出
さ

れ
る
Ｇ
Ｈ
Ｇ
ま
で
カ
ウ
ン
ト
さ
れ
る
こ
と
に

な
っ
て
い
る
。
こ
れ
に
よ
っ
て
、
企
業
や
団

体
の
あ
ら
ゆ
る
事
業
活
動
で
排
出
さ
れ
る
Ｇ

Ｈ
Ｇ
の
合
計
量
が
カ
ウ
ン
ト
さ
れ
る
こ
と
に

な
る
。
カ
ー
ボ
ン
ニ
ュ
ー
ト
ラ
ル
に
は
輸
送

分
野
の
Ｃ
Ｏ
２
排
出
を
実
質
ゼ
ロ
に
す
る
こ

2 RE100 とは、「Renewable Energy 100%」の略で、事業活動で消費するエネルギーを 100％再生可能エネルギーで調達することを目標とする国際的イニシアチブ。
3  PPA とは、「Power Purchase Agreement( 電力販売契約）」の略で、再生可能エネルギーによる電源を所有している発電事業者が、電力を購入する使用者と直接的に売

電契約を結ぶこと。

企業

スコープ1：
事業者自らによる

温室効果ガスの直接排出
（燃料の燃焼、工業プロセス）

スコープ2：
他社から供給された
電気、熱、蒸気の使用に
ともなう間接排出

購入した製品・サービス
（原材料・製品・容器・
包装等が製造されるまでの
活動にともなう排出）

カテゴリー 1
輸送、配送
（上流）

カテゴリー 4

フランチャイズ
（フランチャイズ
加盟者における排出）

カテゴリー 14

販売した製品の加工
（事業者による
中間製品の加工に
ともなう排出）

カテゴリー 10
販売した製品の使用

（使用者
〈消費者・事業者〉に
よる製品の使用に
ともなう排出）

カテゴリー 11

販売した製品の
廃棄

カテゴリー 12

投資
（投資の運用に
ともなう排出）

カテゴリー 15
リース資産（下流）

（自社が賃貸事業者として所有し、
他社に賃貸しているリース資産の

運用にともなう排出）

カテゴリー 13

輸送、配送
（上流）

カテゴリー 4

輸送、配送（下流）
（自社が販売した
製品の最終消費者
までの物流）

カテゴリー 9

スコープ１、２に
含まれない燃料および
エネルギー関連活動

カテゴリー 3
雇用者の通勤

（従業員が通勤する際の
移動にともなう

排出）

カテゴリー 7

出張
（従業員の出張に
ともなう排出）

カテゴリー 6

事業から出る廃棄物

カテゴリー 5資本財
（自社の資本財の
建設・製造に
ともなう排出）

カテゴリー 2
リース資産（上流）
（自社が賃借している
リース資産の操業に
ともなう排出

〈スコープ１，２で
算定する場合を除く〉）

カテゴリー 8

スコープ3：
スコープ１、スコープ２以外の
間接排出（事業者の活動に
関連する他社の排出）

スコープ３はさらに１５のカテゴリーと、
任意の「その他」に分かれている。「そ
の他」は環境省・経済産業省の基本
ガイドライン独自のカテゴリーだが、
それ以外はGHGプロトコルのスコー
プ３基準と整合している。

その他（任意）
（従業員や消費者の
日常生活にともなう排出）

¥
$ 500

1

lease

lease

（出典：環境省ホームページ『サプライチェーン排出量算定の考え方』を基に編集室作成）

図　GHGプロトコルにおけるスコープ 1～３とスコープ３の 15のカテゴリー



MINTETSU SPRING 2024  6

62基調報告

と
が
必
要
不
可
欠
で
あ
る
。

こ
れ
を
達
成
す
る
た
め
に
は
、
輸
送
用
の

エ
ネ
ル
ギ
ー
を
グ
リ
ー
ン
水
素
や
グ
リ
ー
ン

電
力
に
置
き
換
え
る
必
要
が
あ
る
が
、
ハ
イ

ブ
リ
ッ
ド
車
は
も
は
や
許
容
さ
れ
ず
、グ
リ
ー

ン
水
素
に
よ
る
Ｆ
Ｃ
Ｖ
（
燃
料
電
池
車
）
か

グ
リ
ー
ン
電
力
に
よ
る
電
気
自
動
車
（
Ｅ
Ｖ
）

に
せ
ざ
る
を
得
な
い
。
特
に
、
Ｇ
Ｈ
Ｇ
プ
ロ

ト
コ
ル
に
お
け
る
ス
コ
ー
プ
３
排
出
量
の
削

減
に
は
、
こ
の
点
は
避
け
て
通
れ
な
い
。
鉄

道
分
野
に
お
い
て
は
、
そ
れ
ぞ
れ
の
事
業
活

動
に
お
い
て
ス
コ
ー
プ
１
排
出
量
や
ス
コ
ー

プ
２
排
出
量
を
削
減
す
る
だ
け
で
な
く
、
鉄

道
事
業
の
脱
炭
素
化
に
よ
っ
て
鉄
道
を
利
用

す
る
側
の
ス
コ
ー
プ
３
排
出
量
の
削
減
に
も

貢
献
す
る
必
要
が
あ
る
。
実
際
に
、１
０
０
％

再
生
可
能
エ
ネ
ル
ギ
ー
電
力
で
運
行
す
る
民

間
鉄
道
事
業
者
も
出
て
き
て
お
り
、
さ
ら
に

そ
の
先
に
は
、
ガ
ソ
リ
ン
や
軽
油
を
燃
料
と

す
る
道
路
輸
送
に
よ
る
物
流
（
特
に
長
距
離
）

を
、
脱
炭
素
化
し
た
鉄
道
へ
転
換
す
る
こ
と

が
求
め
ら
れ
る
こ
と
に
な
る
。
現
在
は
旅
客

輸
送
が
主
体
で
あ
る
民
間
鉄
道
事
業
で
も
、

今
後
は
物
流
事
業
へ
の
展
開
も
工
夫
で
き
る

か
も
し
れ
な
い
。

輸
送
用
エ
ネ
ル
ギ
ー
の
脱
炭
素
化
と

再
生
可
能
エ
ネ
ル
ギ
ー
の
利
用
拡
大

Bloom
berg 

Ｎ
Ｅ
Ｆ
（
Ｂ
Ｎ
Ｅ
Ｆ
）
の
調

査
レ
ポ
ー
ト
「
電
気
自
動
車
の
長
期
見
通
し

（Long-Term
 Electric Vehicle O

utlook: 
EV

O

）」
に
よ
る
と
、
世
界
の
電
気
乗
用
車

の
販
売
台
数
は
、
２
０
２
１
年
の
６
６
０
万

台
か
ら
２
０
２
５
年
に
は
２
１
０
０
万
台
へ

と
今
後
数
年
間
で
急
増
す
る
見
込
み
で
、
累

計
は
２
０
２
５
年
ま
で
に
７
７
０
０
万
台
、

２
０
３
０
年
ま
で
に
２
億
２
９
０
０
万
台
に

達
す
る
と
予
想
さ
れ
て
い
る
。
Ｂ
Ｎ
Ｅ
Ｆ
に

よ
れ
ば
、
乗
用
車
以
外
に
も
道
路
交
通
の
あ

ら
ゆ
る
分
野
で
電
動
化
が
広
が
り
世
界
の
道

路
交
通
の
石
油
需
要
は
２
０
２
７
年
ま
で
に

ピ
ー
ク
を
迎
え
今
年
中
に
は
世
界
の
内
燃
機

関
乗
用
車
台
数
が
減
少
に
転
じ
る
こ
と
も
予

想
し
て
い
る
。
そ
れ
で
も
な
お
道
路
交
通
セ

ク
タ
ー
が
２
０
５
０
年
ま
で
に
Ｃ
Ｏ
２
排
出

量
ネ
ッ
ト
ゼ
ロ
を
達
成
す
る
に
は
か
な
り
の

困
難
が
予
想
さ
れ
て
い
る
。
２
０
５
０
年
ま

で
に
全
世
界
の
自
動
車
を
ネ
ッ
ト
ゼ
ロ
に
す

る
た
め
に
は
、
全
世
界
で
の
乗
用
車
新
車
販

売
台
数
に
占
め
る
ゼ
ロ
エ
ミ
ッ
シ
ョ
ン
車
の

割
合
が
２
０
３
０
年
ま
で
に
61
％
、
２
０
３

５
年
ま
で
に
93
％
と
な
り
、
か
つ
２
０
３
８

年
ま
で
に
は
す
べ
て
の
車
両
種
類
で
内
燃
機

関
自
動
車
の
販
売
を
終
了
さ
せ
る
必
要
が
あ

る
と
し
て
い
る
。

と
こ
ろ
で
、
こ
の
こ
と
を
日
本
に
当
て
は

め
て
み
る
と
ど
う
だ
ろ
う
か
。
日
本
で
は
Ｅ

Ｖ
や
Ｆ
Ｃ
Ｖ
の
普
及
、
内
燃
機
関
自
動
車
の

削
減
な
ど
が
全
く
と
言
っ
て
い
い
ほ
ど
進
ん

で
い
な
い
。
現
在
の
日
本
の
最
終
エ
ネ
ル

ギ
ー
消
費
の
う
ち
、
未
だ
に
ほ
ぼ
半
分
は
ガ

ソ
リ
ン
等
の
輸
送
用
燃
料
な
の
で
あ
る
。
大

規
模
の
充
電
ス
テ
ー
シ
ョ
ン
設
置
や
高
エ
ネ

ル
ギ
ー
密
度
の
蓄
電
池
の
開
発
も
ま
だ
途
上

で
あ
る
。
さ
ら
に
、
燃
料
電
池
を
利
用
し
た

長
距
離
輸
送
車
も
登
場
し
て
い
な
い
。
Ｓ
Ａ

Ｆ4

を
利
用
す
る
航
空
輸
送
の
脱
炭
素
化
は
始

ま
っ
て
い
る
も
の
の
、
必
要
な
量
の
Ｓ
Ａ
Ｆ

が
供
給
で
き
て
い
な
い
。
日
本
で
は
、
鉄
道

事
業
の
脱
炭
素
化
が
急
が
れ
る
と
同
時
に
、

脱
炭
素
化
し
た
鉄
道
へ
の
転
換
が
、
２
０
５

０
年
カ
ー
ボ
ン
ニ
ュ
ー
ト
ラ
ル
に
必
要
不
可

欠
に
な
っ
て
い
る
。

こ
こ
で
世
界
の
再
生
可
能
エ
ネ
ル
ギ
ー

投
資
の
状
況
を
見
て
み
よ
う
。
２
０
２
３

年
１
月
の
Ｂ
Ｎ
Ｅ
Ｆ
の
レ
ポ
ー
ト
に
よ
れ

ば
、
２
０
２
２
年
の
世
界
の
再
生
可
能
エ

ネ
ル
ギ
ー
関
連
投
資
は
過
去
最
大
の
１
兆

１
０
０
０
億
ド
ル
に
達
し
、
そ
の
中
で
太

陽
光
発
電
と
風
力
発
電
に
対
す
る
投
資
の

合
計
は
４
９
５
０
億
ド
ル
（
前
年
比
17
％

増
）、
Ｅ
Ｖ
に
対
す
る
投
資
は
４
６
６
０
億

4 SAFとは、「Sustainable Aviation Fuel（持続可能な航空燃料）」の略で、循環型の原料で製造された航空燃料のこと。

SGET 千葉ニュータウンメガソーラー（12.8MW）の横を走行する「スカイライナー」。北総鉄
道北総線に沿って約 10km にわたり太陽光パネルが設置されている。トラッキング付 FIT 非
化石証書を通して CO2 排出量実質ゼロのスカイライナーにも利用されている。（写真提供：
京成電鉄株式会社）

小田原駅に設置された太陽光発電パネル。小田急電鉄では 12 駅に太陽光発電パネルを設置
し、その電力を構内の照明やエスカレーター等に使用している。（写真提供：小田急電鉄株式
会社）
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ド
ル
に
達
し
た
と
報
告
し
て
い
る
。
世
界
で

は
、「
経
済
と
環
境
の
好
循
環
」
に
向
け
た

Ｅ
Ｓ
Ｇ
投
資
が
大
き
く
伸
び
て
お
り
、
そ
れ

が
標
準
と
な
っ
て
い
る
。
２
０
２
３
年
２

月
に
発
表
さ
れ
た
国
際
再
生
可
能
エ
ネ
ル

ギ
ー
機
関
（
Ｉ
Ｒ
Ｅ
Ｎ
Ａ
）
の
再
生
可
能

エ
ネ
ル
ギ
ー
へ
の
世
界
の
投
資
動
向
に
関

す
る
レ
ポ
ー
ト
（G

lobal Landscape of 
Renew

able Energy Finance 2023

）で
も
、

世
界
が
エ
ネ
ル
ギ
ー
転
換
技
術
（
エ
ネ
ル

ギ
ー
効
率
化
を
含
む
）
へ
投
じ
た
金
額
が
過

去
最
高
と
な
っ
た
こ
と
が
述
べ
ら
れ
て
い
る
。

再
生
可
能
エ
ネ
ル
ギ
ー
電
力
の
設
備
容
量

に
つ
い
て
ド
イ
ツ
の
例
を
挙
げ
る
と
、
最
大

電
力
需
要
が
約
８
０
０
０
万
kW
で
あ
る
に
も

か
か
わ
ら
ず
２
０
３
０
年
の
再
生
可
能
エ
ネ

ル
ギ
ー
電
力
導
入
目
標
合
計
が
約
２
億
kW
で

ピ
ー
ク
需
要
の
約
２
・
５
倍
に
な
っ
て
い

る
。
輸
送
用
燃
料
を
減
ら
す
と
い
う
こ
と
は

電
力
供
給
を
増
や
す
こ
と
に
他
な
ら
な
い
の

で
、
電
力
需
要
拡
大
を
見
据
え
て
再
生
可
能

エ
ネ
ル
ギ
ー
電
力
も
よ
り
一
層
拡
大
す
る
方

向
な
の
で
あ
る
。
こ
れ
に
対
し
て
日
本
は
ど

う
な
っ
て
い
る
の
だ
ろ
う
か
。
日
本
で
も
当

然
電
力
の
再
生
可
能
エ
ネ
ル
ギ
ー
比
率
を
増

や
す
と
同
時
に
電
力
の
消
費
量
そ
の
も
の
を

増
や
さ
な
け
れ
ば
輸
送
用
燃
料
を
減
ら
せ
な

い
に
も
か
か
わ
ら
ず
、
第
６
次
エ
ネ
ル
ギ
ー

基
本
計
画
で
は
電
力
の
総
需
要
を
減
ら
す
計

画
を
立
て
て
し
ま
っ
た
。
こ
の
点
は
大
い
に

問
題
で
、
改
め
る
必
要
が
あ
る
。

日
本
の
場
合
、
全
発
電
量
の
７
割
は
産
業

分
野
で
利
用
さ
れ
て
い
る
が
、
Ｇ
Ｈ
Ｇ
プ
ロ

ト
コ
ル
に
お
け
る
ス
コ
ー
プ
３
排
出
量
の
削

減
を
考
え
た
場
合
、
２
０
５
０
年
に
は
輸
送

用
燃
料
の
電
化
と
同
時
に
電
力
の
１
０
０
％

再
エ
ネ
化
も
必
要
に
な
る
。
こ
の
点
で
は
、

既
存
の
電
力
会
社
だ
け
で
な
く
企
業
や
自
治

体
、
そ
し
て
鉄
道
事
業
者
も
含
ん
だ
垣
根
を

越
え
た
連
携
が
必
要
に
な
る
。
そ
も
そ
も
戦

前
ま
で
は
関
西
の
私
鉄
各
社
は
自
前
の
発
電

所
を
持
ち
電
力
供
給
事
業
者
で
あ
っ
た
。
鉄

道
事
業
者
や
自
治
体
が
抱
え
る
未
利
用
の
ス

ペ
ー
ス
に
太
陽
光
発
電
を
設
置
し
、
Ｐ
Ｐ
Ａ

事
業
で
企
業
や
家
庭
に
再
エ
ネ
電
力
を
供
給

す
る
と
い
う
手
法
も
考
え
ら
れ
る
。

日
本
の
鉄
道
の
こ
れ
か
ら

世
界
を
見
渡
す
と
、
政
府
の
支
援
を
受
け

た
公
的
事
業
主
体
の
鉄
道
が
ほ
と
ん
ど
で
、

日
本
ほ
ど
民
間
鉄
道
事
業
が
発
達
し
て
い
る

国
は
他
に
な
い
。
そ
の
成
功
の
理
由
は
、
日

本
の
鉄
道
事
業
の
原
点
が
地
域
の
開
発
に
あ

り
、
そ
の
手
段
と
し
て
の
鉄
道
に
多
く
の
国

民
が
親
し
み
を
持
っ
て
き
た
か
ら
だ
ろ
う
。

鉄
道
は
繁
栄
の
シ
ン
ボ
ル
で
も
あ
り
、
実
際

に
多
く
の
民
間
鉄
道
事
業
者
が
そ
の
期
待
に

応
え
て
多
角
経
営
を
実
践
し
、
地
域
の
発
展

に
大
き
く
貢
献
し
て
き
た
。
日
本
の
民
間
鉄

道
事
業
は
「
鉄
道
と
社
会
の
共
進
化
」
に
成

功
し
て
き
た
と
も
言
え
よ
う
。
人
の
住
む
地

域
に
鉄
道
が
引
か
れ
、
鉄
道
が
引
か
れ
た
地

域
の
人
口
が
増
え
、
地
域
が
繁
栄
し
社
会
が

潤
う
。
そ
の
一
方
で
人
々
は
エ
ネ
ル
ギ
ー
を

消
費
し
、
結
果
と
し
て
Ｇ
Ｈ
Ｇ
を
排
出
し
て

し
ま
う
の
だ
が
、
鉄
道
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
は
直

接
社
会
生
活
と
結
び
つ
い
て
い
る
の
で
、
こ

れ
か
ら
は
脱
炭
素
化
を
見
据
え
た
き
め
細
や

か
な
多
角
経
営
を
模
索
す
る
必
要
が
あ
る
。

カ
ー
ボ
ン
ニ
ュ
ー
ト
ラ
ル
と
い
う
こ
れ
ま
で

人
類
が
経
験
し
た
こ
と
の
な
い
社
会
構
造
転

換
が
必
要
と
さ
れ
る
よ
う
に
な
っ
た
今
、
鉄

道
事
業
も
一
歩
踏
み
出
す
進
化
が
必
要
に

な
っ
た
の
か
も
し
れ
な
い
。

し
か
し
、
当
然
の
こ
と
な
が
ら
解
決
し
な

け
れ
ば
な
ら
な
い
難
問
も
多
い
。
日
本
で
は

鉄
道
網
が
広
く
普
及
し
都
市
部
の
旅
客
輸
送

は
堅
調
で
あ
る
も
の
の
、
地
方
の
旅
客
輸
送

は
減
少
傾
向
に
あ
り
、
特
に
貨
物
輸
送
に
つ

い
て
は
こ
こ
数
十
年
減
少
傾
向
が
続
い
て
い

る
。
そ
の
原
因
は
鉄
道
に
よ
る
輸
送
（
特
に

貨
物
）
が
時
間
的
空
間
的
に
利
便
性
の
高
い

道
路
輸
送
に
置
き
換
わ
っ
て
し
ま
っ
た
こ
と

に
あ
る
が
、
こ
れ
を
再
び
鉄
道
に
回
帰
さ
せ

る
の
は
な
か
な
か
大
変
な
こ
と
で
あ
る
。
こ

れ
に
加
え
て
、
地
方
の
不
採
算
路
線
の
電
化

が
極
め
て
困
難
で
再
生
可
能
エ
ネ
ル
ギ
ー
電

力
が
豊
富
な
は
ず
の
北
海
道
や
九
州
で
は
、

鉄
道
の
電
化
率
が
極
め
て
低
い
。
そ
れ
ぞ
れ

の
地
域
で
抱
え
て
い
る
課
題
は
異
な
る
が
、

こ
れ
ら
を
ど
の
よ
う
に
解
消
す
る
の
か
、
鉄

道
網
の
強
み
を
活
か
し
つ
つ
そ
れ
ぞ
れ
の
地

域
の
立
場
に
立
っ
て
考
え
な
け
れ
ば
な
ら
な

い
。
小
型
の
Ｂ
Ｒ
Ｔ
（
バ
ス
・
ラ
ピ
ッ
ド
・

ト
ラ
ン
ジ
ッ
ト
）
に
Ｅ
Ｖ
、
Ｆ
Ｃ
Ｖ
を
組
み

合
わ
せ
る
な
ど
、
新
交
通
技
術
を
導
入
す
る

こ
と
も
一
つ
の
解
決
策
だ
が
、
単
に
交
通
手

段
の
更
新
に
と
ど
ま
る
こ
と
な
く
、
本
当
に

そ
の
地
域
の
人
々
に
何
が
必
要
な
の
か
を
考

え
、
多
角
的
な
解
決
策
を
考
え
る
必
要
が
あ

る
だ
ろ
う
。

こ
う
し
た
観
点
で
は
、
鉄
道
事
業
者
各
社

が
セ
ク
タ
ー
を
超
え
て
農
業
に
参
入
し
て
い

る
の
は
と
て
も
興
味
深
い
動
き
で
あ
る
。
農

業
で
再
生
可
能
エ
ネ
ル
ギ
ー
と
言
え
ば
、
農

業
廃
棄
物
か
ら
作
ら
れ
る
バ
イ
オ
ガ
ス
（
メ

タ
ン
）
が
活
用
さ
れ
て
き
た
。
こ
の
バ
イ
オ

ガ
ス
は
カ
ー
ボ
ン
ニ
ュ
ー
ト
ラ
ル
メ
タ
ン
な
の

で
利
用
価
値
が
大
き
い
。
都
心
で
は
、
天
然

ガ
ス
ハ
イ
ブ
リ
ッ
ド
タ
ク
シ
ー
な
ど
が
す
で

に
導
入
さ
れ
て
い
る
が
、
こ
の
バ
イ
オ
ガ
ス

を
天
然
ガ
ス
ハ
イ
ブ
リ
ッ
ド
タ
ク
シ
ー
に
供

給
す
れ
ば
タ
ク
シ
ー
も
カ
ー
ボ
ン
ニ
ュ
ー
ト

ラ
ル
に
で
き
る
。
自
社
で
作
る
バ
イ
オ
ガ
ス

だ
け
で
供
給
量
が
足
ら
な
い
場
合
に
は
、
ガ

ス
各
社
が
カ
ー
ボ
ン
ニ
ュ
ー
ト
ラ
ル
メ
タ
ン

の
研
究
開
発
を
活
発
化
し
て
い
る
の
で
、
そ

ち
ら
で
補
う
こ
と
も
必
要
に
な
る
だ
ろ
う
。

将
来
は
地
方
の
無
電
化
路
線
を
燃
料
電
池
電

車
だ
け
で
な
く
バ
イ
オ
ガ
ス
ハ
イ
ブ
リ
ッ
ド

車
両
に
置
き
換
え
る
こ
と
も
で
き
る
か
も
し

れ
な
い
。
ま
た
バ
イ
オ
マ
ス
の
メ
タ
ン
発
酵

で
は
メ
タ
ン
と
Ｃ
Ｏ
２
が
出
て
く
る
が
、
こ

の
時
の
Ｃ
Ｏ
２
濃
度
は
火
力
発
電
の
排
気
ガ

ス
の
Ｃ
Ｏ
２
濃
度
よ
り
高
い
の
で
、
原
料
と

し
て
の
利
用
価
値
も
あ
る
。
こ
の
部
分
に
つ

い
て
は
、
多
様
な
可
能
性
が
あ
る
の
で
、
現

段
階
で
は
幅
広
く
基
礎
研
究
を
進
め
多
様
な

選
択
肢
を
用
意
し
て
お
く
必
要
が
あ
る
。

脱
炭
素
社
会
に
向
け
た
鉄
道
輸
送
の
あ
り

方
は
、
地
域
の
課
題
発
見
と
そ
れ
を
解
決
す

る
た
め
の
最
新
技
術
の
取
り
込
み
と
同
時
に
、

多
角
的
な
経
営
を
通
し
て
セ
ク
タ
ー
を
超
え

た
協
力
や
事
業
拡
大
が
必
須
で
あ
り
、
何
事

に
お
い
て
も
視
野
を
広
く
し
て
新
し
い
分
野

に
チ
ャ
レ
ン
ジ
す
る
必
要
が
あ
る
だ
ろ
う
。


